
①地域情報基盤のパターン分析（事務局評価）

検討項目 行政による管理運営（パターン①②） 民間事業者へ譲渡（パターン③④）
✕ ○

• 市による基盤設備の更新費用が必要（１５～２０年毎に４０億円）
• 年間維持管理費が必要（２億円）

• 市による基盤設備の更新費用は発生しない

✕ ○

• 市による基盤設備の維持管理にかかる人員確保が必要 • 市による基盤設備の維持管理にかかる人員確保が不要

○ △

• 現状維持のため、市による追加負担はない • 民間事業者への譲渡に際し、市による費用が発生する可能性がある

○ ○

• 現在の市の委託に基づき、継続して番組提供が可能 • 民間事業者に対し、新たに委託契約を行うことで番組提供を求める

○ △

• 現状維持のため、通信環境は維持される • 民間事業者の経営判断により、将来的に撤退する可能性がある
• 撤退の場合、市が費用負担をし通信環境を維持する必要がある

○ △

• 現状維持のため、利用料金は維持されるが、社会情勢により変動する
　可能性がある

• 民間事業者の経営判断により、料金が変動する可能性がある

○ △

• 現状維持のため、継続して番組提供されるが、番組内容について
　見直す可能性がある

• 民間移行に伴い、番組内容について見直しされる可能性がある
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